
 
１１ 水産課 

 

（１）課の概要 

 ア 事務分掌 

 ・水産局の事業に係る企画調整及び漁協等との連絡調整に関すること。 

 ・全国豊かな海づくり大会の推進に関すること。 

 ・免許漁業に関すること。 

 ・漁業取締りに関すること。 

 ・自衛隊法第１０５条の規定による漁船の操業の制限等及び損失補償に関すること。 

 ・許可漁業に関すること（漁業資源課において所掌するものを除く。）。 

 ・漁船漁業の振興に関すること。 

 ・漁船の建造、改造及び転用許可並びに漁船登録に関すること。 

 ・漁船保険に関すること。 

 ・水産物の流通改善に関すること。 

 ・水産加工業の振興に関すること。 

・漁業構造改善事業に関すること。 

・漁業技術の改良普及に関すること。 

・漁業の経営及び生活改善の指導に関すること。 

・水産関係研究の総合調整に関すること。 

・漁業無線に関すること。 

・水産業の経営及び技術の研修に関すること（内水面に関することを除く。）。 

・船舶法、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ

合衆国の軍隊の水面の使用に伴う漁船の操業制限等に関する法律、遊漁船業の適正化に関する法律、

特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律、環境と調和のとれた食料システムの確立の 

ための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（漁業に係る環境負荷低減事業活動実施計画等の

認定に関するものに限る。）、千葉県プレジャーボートの係留保管の適正化に関する条例施行規則   

（無動力漁船の申請の受理等に関することに限る。）、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する  

法律（漁船（加工船及び養殖場において使用する船を除く。）等の施行に関すること。 

・水産事務所、水産情報通信センター及び水産総合研究センター（漁業資源課において所掌するものを 

除く。）に関すること。 

・海区漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会に関すること。 

・水産振興審議会に関すること。 
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イ 職員数                             （令和 7 年 4 月 1 日現在） 
 

局
長 

課
長
級 

主
幹
級 

副
課
長
□ 

副
主
幹 

班
長
□ 

主 

査 

副
主
査
以
下 

計 

局長 1      1 

課長・副課長  1 2    3 

企画指導室   3 1 1 8 
 

13 

全国豊かな海づくり 

大会推進室 
 1 1  1 4 7 

漁業調整班    1 1 1 3 

漁船漁業班    1  4 5 

振興班    1  2 3 

流通加工班    1  3 4 

合  計 1 2 6 5 3 22 39 

 
（出先機関） 
 事務職員 技術職員 その他 計 

銚子水産事務所 3 7  10 

館山水産事務所 2 8  10 

勝浦水産事務所 3 11 2 16 

水産情報通信センター 2 17  19 

水産総合研究センター 7 58 12 77 

合  計 17 101 14 132 

 

 ウ 課の予算  

(一般会計)                                 (単位：千円) 

７年度 

６月補正後予算 

６年度 

当初予算 

対前年 

度比 

７年度６月補正後予算の財源の内訳 

国庫支出金 地方債 その他 一般財源 

1,413,949 1,650,681 85.7％ 117,573 259,200 91,837 945,339 
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（２）事業一覧 
 

事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

千 葉 県 水 産

振 興 審 議 会

運営費 

 

県 202  202  202  水産資源の維持及び増大、水

産物の加工、流通及び販売並び

に海面の利用の調整に関する事

項等について調査審議し、知事

に答申又は建議することを目的

とした「千葉県水産振興審議

会」を開催する。 

漁業試験調査

指導事業 

 

 2,711  2,711  2,711   

 漁 況 海 況 

予報事業 

 

県 1,624  1,624  1,624  漁 業 操 業 の 効 率 化 を 図 る

ため、沿岸域の水温・流向流速

情報を収集・解析し、漁海況の

速報・予報を漁業者に提供す

る。 

重 要 魚 族 

資 源 調 査 

事業 

 

県 722  722  722  漁場利用及び漁獲実態を把握

す る た め 、 主 要 漁 船 漁 業 の

標本船調査や主要港での水揚

状況及び生物測定等の調査を

実施する。 

漁 業 技 術 

調 査 研 究 

事業 

 

県 365  365  365  沿岸漁業の振興を図るため、

人工魚礁のモニタリング調査を

行う。また、植食性魚類を効率

的に漁獲する手法等について

検討を行う。 

漁場環境調査

事業 

  3,168  2,168  1,000 3,168   

 外海域漁場 

環 境 調 査 

事業 
 

県 1,639  1,639  1,639  外海域の漁場環境の状況を

把握するために、水質・底質等

のモニタリング調査と底層水温

連続観測等を実施し、データ

ベース化する。 

東京湾漁場 

環 境 調 査 

事業 

 

県 529  529  529  東京湾漁業に大きな影響を

及ぼす貧酸素水塊の状況やノリ

養殖場の環境を調査し、漁業者

に 情 報 を 提 供 す る と と も に

データの蓄積を行う。 

有 害 生 物 

出 現 調 査 

及 び 情 報 

提 供 委 託 

事業 

 

県 1,000   1,000

(一社) 

漁業情報 

サービス 

センター 

1,000  大型クラゲによる漁業被害の

未然防止を図るため、出現状況

の情報を収集し、漁業者に提供

する。 

栽培漁業試験

調査事業 

 

 7,420  4,357  3,063 7,420   

  重 要 浅 海 

水 産 資 源 

生 態 研 究 

事業 

 

県 1,300  1,298  2 1,300  アワビ、サザエ、イセエビ

及びクルマエビの資源の増殖を

図るため、資源生態、漁獲状況

及びアワビ放流種苗の混獲実態

を把握する。 

漁 獲 情 報 

データベース化 

事業 

 

県 727  727  727  試験研究事業を効率的に実施

するため、漁獲情報を収集し

データベース化するとともに、

文献検索システムを利用する。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

種 苗 生 産 

技 術 開 発 

試験事業 

 県 3,201  974  2,227 3,201  栽培漁業の推進を図るため、

対象魚介類であるアワビの種苗

生産技術を高度化するととも

に 、 新 た な 対 象 魚 種 と な る

トラフグ、内湾漁業の重要種で

あるマナマコの種苗生産技術を

確立する。 

養 殖 生 産 

技 術 開 発 

試験事業 

 

県 459   459 459  養殖業の健全な発展を支援

するため、魚病の診断と対策

指導並びに必要な情報の収集

及び提供を行う。 

内 湾 貝 類 

漁 場 調 査 

事業 

 

県 586  211  375 586  東京湾の関係漁業協同組合が

実施する貝類調査や増殖事業に

対して指導助言を行う。 

の り 養 殖 

新技術開発 

試験事業 

 

県 141  141  141  のり養殖において、不作の

主な原因となる疑似しろぐされ

症の発生動向を把握し、適切な

対策方法を検討する。 

の り 生 産 

管 理 技 術 

指 導 事 業 

 

県 1,006  1,006  1,006  のり養殖の生産安定を図る

ため、養殖管理情報の提供、

のり養殖支援情報の高度化に

必要なデータベースの維持管理

を行う。 

スマート水産業 

推進事業 

 

県 15,462  15,462  15,462  水産資源の持続的利用、漁業

所得の向上、担い手の維持を

実現するため、スマート機器の

導入に対する補助などを通じて

地域や漁業等の実態に合った

スマート水産業を推進する。 

また、漁場環境の変化に適応

した漁業を推進するため、漁業

調査船に衛星通信装置等を導入

し 、 海 水 温 等 の 情 報 発 信 の

即時性と内容の充実化を図る。 

漁 業 操 業

円 滑 化 促 進

事業 

 

県 

・ 

漁連 

 

3,599 200 

 

 3,399

手数料

収入、

漁連 

2,961 

 

1/3 

以内 

本県沿岸・沖合漁業の操業

秩序を確保するため、漁業調整

を行う。 

また、本県漁船の県外出漁に

おける円滑な操業の確保等の

ため、県漁連が実施する指導等

に 要 す る 経 費 に 対 し て 助 成

する。 

漁船管理事業 

 

県 1,393  39  1,354

手数料

収入 

1,393  漁船の性能向上を図り、漁業

生産力の合理的な発展に資する

ため、漁船の建改造、登録等に

関する事務並びに漁船の測度

及び検認を行う。 

また、漁船の海難防止のため

の研修会等を行う。 

東 京 湾 漁 業

操業安全対策

事業 

 

県 160  160  160 

 

 漁業操業安全対策の確立と

その推進を図るため、千葉県

漁業操業安全対策協議会の経費

を負担する。 

東京湾調査・

指 導 船 運 営

事業  

県 27,208  27,208  27,208  東京湾の漁場環境・漁業資源

の調査、操業安全指導・漁場

監視等の業務を行い、東京湾

漁 業 の 振 興 に 資 す る 東 京 湾

調査・指導船「ふさなみ」を

運営する。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

海面利用調整

指導事業 

 

 

県 2,831  1,679  1,152 2,831  漁業と海洋性レクリエーション

との海面利用に関する調整を

図るため、千葉県水産振興審議

会海面利用調整部会を運営する

とともに、海面利用ルール及び

密漁防止の周知を図るため、

パンフレット等の配布や立看板

の設置を行う。 

また、遊漁船業の適正化に

関する法律に基づく業務を実施

するとともに、遊漁船業関係者

に対し船釣り漁場利用講習会を

開催し、関係法令の周知徹底、

遊漁船利用者の安全確保及び

海難事故防止を図る。 

漁 業 取 締 船

運営事業 

 

県 77,688  76,515  1,173 77,688  本県沿岸、沖合及び内水面に

おける漁業秩序の維持を図る

ため、海面に漁業取締船｢ふさ

かぜ｣、内水面に｢わかとね｣を

配置し、指導・取締りを実施

する。 

漁船漁業操業

支援事業 

 

県 258,625  247,605  11,020 258,625  漁船漁業の振興を図るため、

漁 業 調 査 船 「 千 葉 丸 」 や

「ふさみ丸」による、沖合、

沿岸での漁場調査及び海洋観測

等 に よ り 、 漁 海 況 や 資 源 の

管理・利用等に関する資料の

収集を行い、得られた情報を

迅速に提供し、操業の効率化を

支援する。 

水産情報通信

センター運営

事業  

県 39,664  36,875  2,789 39,664  漁船の操業安全確保と漁業

情報の提供による効率的な操業

を図るため、緊急通信、指導

通信、公衆通信、漁業通信等を

行う水産情報通信センターを

運営する。 

東京湾漁業総合

対策事業  

 115,950  62,707 11,028 42,215 62,707   

  

 水 産 業 

近代化施設 

整備事業  

漁協 60,070  30,035 10,810 19,225 30,035 5/10 

以内 

漁業・養殖業の合理化生産性

向上に必要な施設や水産物の

付加価値を高めるために必要な

流通施設の整備に対して助成

する。 

の り 養 殖 

振 興 対 策 

事業 

 

漁連 32,904  21,184  11,720 21,184 7/10 

以内 

5/10 

以内 

乾のり製品の品質維持を図る

ための自主検査に対し助成す

る。 

漁 船 漁 業 

振 興 対 策 

事業  

漁連 

・ 

漁協 

22,176  11,088 218 10,870 11,088 5/10 

以内 

漁業操業の障害となる漁業系

以外の遺棄物の調査、除去、

処分や漁業安全のために必要な

標 識 物 等 の 設 置 に 対 し 助 成

する。 

特認事業 

（千葉県産 

ノリ販売促進

支援事業） 

 

漁連 800  400  400 400 1/2 

以内 

千葉県海苔販売促進基本方針

に基づき実施する、ちば海苔の

各種販売促進の取組に対して

助成する。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

漁船漁業経営

改善指導事業 

 

水産 

振興 

公社 

5,193  5,011  182 5,011 1/2 

以内 

10/10 

以内 

漁船漁業経営の体質強化を

図るため、漁業経営の改善及び

再建整備に関する特別措置法に

基づいて漁業者が作成する経営

改善計画の策定支援や、漁業者

に対する経営改善のための指導

（経営分析と診断など）等の

取組に対して助成する。 

水 産 物 価 格

形 成 力 強 化

総合対策事業 

 

 19,707  17,207  2,500 17,207   

 販売力強化

支援事業 

 

県 

・ 

漁協 

等 

4,086  2,086  2,000 2,086 1/2 

以内 

 

水産物の販売力の強化を図る

ため、地域のブランド化に向け

た取組や水産バリューチェーン

の強化・構築の取組を支援する。

水産物安全

対策事業 

 

県 592  592  592  水産物の安全・安心を確保

するため、食品衛生法の改正に

対応した HACCP に沿った衛生

管理の実施、水産物の流通に

係る品質管理の高度化に向けた

指導等を実施する。 

千葉ブランド 

水産物の認定

及び販売力 

強化対策事業 

 

県 

 

3,427  3,427  3,427  数 多 く の 県 産 水 産 物 の 中

でも、全国に誇る優れたものを

「千葉ブランド水産物」として

認定し、パンフレット等を活用

して重点的に PR することに

より、消費拡大・ 魚価向上に

つなげる。 

消費・食育

対 策 事 業 

 

県 

・ 

千葉県

シーフード

普及促進 

協議会 

2,102  1,602  500 1,602 1/2 

以内 

県産水産物のおいしさ及び

栄 養 並 び に そ れ を 供 給 す る

水産業に対する理解と親しみを

深めるため、小中高等学校の

食育授業等におさかな普及員を

派遣するとともに、県産水産物

の魚食普及や販売促進に対する

取組を支援する。 

「さかなの

日」ちば魅

力発見事業 

 

県 2,800  2,800  2,800  水産庁が制定した「さかなの

日」に合わせて、県産水産物の

料理教室や販売・PRイベントの

開催など、県産水産物の消費拡

大や魅力発信に取り組む。 

新品種ノリ

（ P 2 4 1 ） 

販 売 促 進 

新
規 

 

県 6,700  6,700  6,700  ノ リ 新 品 種 「 P241 」 に

ついて、ブランドイメージを

構築するとともに名称の公募等

を行う。 

また、今後の販売促進に向け

た品質の科学的検証を行う。 

付加価値向上

技術総合対策

事業 

 

県 3,477  2,227  1,250 3,477  多獲性魚や低・未利用魚の

付加価値向上のため、クロダイ

の活用促進に向けた官能特性の

把握等を行う。 

また、水総研が開発した技術

の普及指導を行うとともに、

漁業者や水産加工業者からの

相談や依頼に対し、調査、分析

のほか技術支援や指導を行う。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

水 産 業 改 良

普及事業 

 

県 2,194 1,036 1,108  50 2,194  沿岸漁業の振興を図るため、

水産業普及指導員が漁業技術

及び知識の普及教育等を行い、

漁業者等の自主的活動を促す。 

漁業の担い手

確 保 ・ 育 成

総合対策事業 

  314,026 113,024 134,002  67,000 247,026   

 新規漁業者 

確 保 定 着 

支援事業 

 

県 41,398 6,024 35,374  41,398  漁業就業者の確保・育成に

向けて、就業希望者を対象と

した漁業体験や新規就業者を

対象とした技術研修等を実施

する。 

また、新規就業者の定着を

目的としたフォローアップ研修

を開催する。 

漁 業 の 

担い手育成 

支援事業 

 

県 1,318  1,318  1,318  水産業の担い手を育成する

た め 、 漁 業 士 活 動 の 促 進 、

漁業者活動実績発表大会の開催

及び青少年水産教室への講師

派遣等を実施する。 

また、漁業経営に意欲的に

取り組むグループ等の支援を

行う。 

浜 の 女 性 

活 動 促 進 

事業 

 

県 134  134  134  男女共同参画社会の実現に

向けた研修会等を開催する。 

漁船リース

総 合 支 援 

事業 

 県 267,382 107,000 95,382  65,000 202,382 国 

1/2 

以内 

県 

1/4 

以内 

漁船リース経営支援協議会等

の開催により、漁船リース事業

等を活用する中核的漁業者の

経営指導を行う。 

ま た 、 独 立 す る 漁 業 者 に

対し、必要となる漁船等につい

て、リース方式による導入を

支援する。 

新規就業者 

定 着 化 

モデルケース

支援事業 

 県 794  794  794  市町や船団等が、後継者育成

のために取り組む費用に対し支

援を行うことで、先進事例の

モ デ ル を 作 り 、 他 地 域 へ の

横展開につなげる。海士モデ

ル、ノリ養殖業モデル、小型

漁船漁業モデル、漁船漁業船団

維持モデルの 4 モデルで行う。 

漁業現場に

おける労働

環 境 改 善 

推 進 事 業 

 漁協等 3,000  1,000  2,000 1,000 1/3 

以内 

多様な担い手が働きやすい

労働環境を整備するため、定置

網漁船へのトイレの設置や AI

翻 訳 機 の 導 入 に 対 し て 助 成

する。 

農林水産試験

研究評価推進

事業 

 県 84  84  84  水産総合研究センターが取り

組む試験研究課題を評価する

ために、外部委員からの意見等

を求める。 

水産総合研究

センター再編

整備事業 

(本所及び東京湾

漁業研究所） 

 県 228,529  228,529  228,529  水産業を取り巻く環境の変化

への対応を技術面から支える水産

総合研究センターの試験研究機能

を充実強化するため、老朽化した

センター施設の再編整備を実施

する。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

海 産 哺 乳 類

混 獲 等 管 理

促進事業 

 市町村 

・ 

漁協 

300  150  150 150 1/2 

以内 

定置網等で海産哺乳類を混獲

又は海岸に座礁等した場合に、

市 町 村 等 が 実 施 す る 救 出 、

埋設又は焼却等の取組に対して

助成する。 

漁業無線通信

体制確保事業

 県 145,778  145,778  145,778  水産情報通信センターの無線

機器が更新時期を迎えるため、

安定的な運用に支障を来すことの

ないよう更新する。 

海業による地

域活性化支援

事業 

 県 

・ 

漁協等 

17,785  9,000  8,785 9,000 1/2 

以内 

基本構想を普及し、各地域の海

業推進を牽引するため、海業研修

会を開催するとともに、地域の

計画づくりを支援する。 

銚子地区水産

関係機関合同

庁舎化事業 

 県 3,275  3,275  3,275  全国有数の水揚量を誇る銚子

漁港がある銚子地区において、

水産業をより一層振興するため、

老朽化が進んでいる水産関係

3 出先機関（銚子水産事務所、

銚子漁港事務所、水産総合研究

センター銚子分室）を集約化し、

再整備する。 

全国豊かな海

づくり大会推

進事業 

新

規 

県 13,000  13,000  13,000  令和 9 年度（2027 年度）に本県

で開催される「全国豊かな海づく

り大会」に向け、関係者と連携の

上、協議・検討を行う。 
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（２）-２ 令和６年度補正予算 事業一覧 
 

事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

省コスト型漁

業用機器導入

支援事業  

漁協等 272,000 204,000 68,000 68,000 国 

1/2 

以内 

県 

1/4 

以内 

燃油・資材等の価格高騰の

影響を受ける漁業者に対し、

省力・省コスト化に資する漁業

用機器等の導入に対して助成

する。 

漁業用資材等

価格高騰緊急

支援事業  

漁協等 320,000 160,000 160,000 160,000 1/2 

以内 

 

漁業用資材等の価格高騰に

よる漁業者の経費負担を軽減

し、経営の安定化を図るため、

漁業用資材等の価格高騰の影響

額に対して助成する。 

水産加工施設

電気料金高騰

支援事業 

 水産加

工業者

等 

244,000 61,000 183,000 61,000 1/4 

以内 

電気代高騰の影響を踏まえ、

水産加工業者の経営を安定させる

ため、電気料金の価格高騰分に

対し助成する。 
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１２ 漁業資源課 

 

（１）課の概要 

ア 事務分掌 

・水産資源の保護に関すること。 

・栽培漁業及び資源管理型漁業の推進に関すること。 

・増殖及び養殖業に関すること。 

・水域環境の保全、改善及び総合調整に関すること。 

・漁場の造成及び改良に関すること。 

・内水面漁業の振興に関すること。 

・内水面漁業の経営及び技術の研修に関すること。 

・内水面に係る許可漁業に関すること。 

・うなぎ稚魚に係る許可漁業に関すること。 

・飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（養殖水産動物についての飼料及び飼料添加物に 

関することに限る。）及び漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号。水産資源の保存及び管理に 

関することに限る。）等の施行に関すること。 

・水産総合研究センター（内水面水産研究所及び種苗生産研究所に係るものに限る。）に関すること。 

・千葉県水産振興公社に関すること。 

 
イ 職員数                             （令和 7 年 4 月 1 日現在） 

 
課
長
級 

主
幹
級 

副
課
長
□ 

副
主
幹 

班
長
□ 

主 

査 

副
主
査
以
下 

計 

課長・副課長 1 2    3 

栽培漁業班   1 1 6 8 

資源管理班   1 1 3 5 

漁場環境整備班   2  3 5 

合  計 1 2 4 2 12 21 

 
ウ 課の予算  

（一般会計）                                (単位：千円) 

７年度 

６月補正後予算 

６年度 

当初予算 

対前年 

度比 

７年度６月補正後予算の財源の内訳 

国庫支出金 地方債 その他 一般財源 

1,946,580 1,244,292 156% 12,641 1,008,100 387,651 538,188 
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（２）事業一覧 
 

事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

資 源 管 理 型

漁業推進総合

対策事業 

 県 

 

4,852 4,852 

 

 

4,852 

 

 

 水産資源の持続的利用を図る

ため、マイワシやサバ類等主要

資源の漁獲可能量の管理を実施

するとともに、重要資源の評価、

資源状況を踏まえた「千葉県

資源管理方針」の改定を行う。 

また、今後の有効な資源管理

方策を検討するため、キンメ

ダイやホンビノスガイ等の資源

調査を行う。 

外 洋 性 貝 類

種苗放流支援

事業 

 漁協 8,162

 

 

2,690 

 

5,472 

（市町村（補助金）

ほか） 

2,690 3/10

以内 

1/2 

以内 

外洋性貝類資源の維持増大を

図 る た め 、 漁 協 に よ る

チョウセンハマグリの母貝場造成

（禁漁区への種苗放流）や、サザエ

の種苗放流の経費を助成する。 

資源管理推進

調査研究事業 

 県 29,562 2,851 26,711 29,562 

 

 水産資源の持続的な利用を

図るため、国の研究機関と連携し、

サバやマイワシ等の沿岸資源や

マグロ類、サンマ等の沖合資源

の資源評価に必要な知見の収集

及び資源解析を行う。 

また、東京湾における漁業

操業の効率化や漁業者による

資源管理を推進するため、環境

情報の発信を行う。 

栽培漁業総合

推 進 事 業

(漁業資源課

分) 

 

県 

・ 

(公財) 

千葉県 

水産振興 

公社 

40,192 25,022 15,170 

((公財) 

千葉県 

水産振興

公社他) 

25,892 1/2 

以内 

10/10 

以内 

栽培漁業基本計画に基づき、

計画的かつ効果的な栽培漁業を

推進するため、県水産振興公社

が行うマダイの中間育成及び

クルマエビの種苗生産の経費等

を助成する。 

また、同計画の対象となって

いる魚種について、放流効果の

把握や放流技術の開発を行う。 

栽培漁業総合

推 進 事 業

( 種 苗 生 産

研究所分) 

 

県 148,999 148,949 50 

(光熱水費

負担金収入) 

148,999  水産資源の維持増大を図る

ため、種苗生産研究所において

マダイ･アユ等の種苗生産を行

う。 

ア ワ ビ 増 産

総合対策事業 

 

県 

・ 

漁協 

138,227 112,680 25,547 

(生産物収入） 

138,227   ア ワ ビ 資 源 の 増 大 を 図 る

ため、アワビ種苗の生産･配付を

行う。 

また、輪採漁場の生産力の回

復に向けた管理手法の開発に取

り組む。 

海 域 環 境 に

配慮した漁場

の整備事業 

 

県 

 

5,000 5,000  5,000  水産資源の増大と漁家経営の

安定を図るための漁場整備に

必要な調査を行う。 

漁場管理事業 

 

県 1,490 1,490  1,490  漁場施設の安全を確保する

ため、管理･補修等を行う。 

種苗生産施設

計 画 的 保 全

事業 

 

県 20,004 20,004  20,004  種苗の安定生産と飼育員の

安全確保のため、老朽化した

種苗生産施設について、計画的

な修繕を行う。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

水産総合研究

センター再編

整 備 事 業

（種苗生産施設）

 

県 1,397,089 6,620 1,390,469 

 

  1,397,089 1/2 

以内 

種苗生産業務の効率化を図る

とともに、効果的な栽培漁業を

推進するため、種苗生産施設の

再編整備を行う。 

魚類防疫対策

事業 

 県 5,094 2,061 3,033 

 

5,094 

 

 消費者に安全・安心な養殖魚

を提供するため、養殖魚の水産

用医薬品残留検査を行うととも

に、養殖魚及び放流用種苗の

安定生産のため、疾病検査等を

行う。 

漁場環境総合

監視推進事業 

 県 5,617 2,752 2,865 5,617  毒化した二枚貝の流通を防止

するため、貝毒検査を行う。 

また、漁業被害の防止・軽減を

図るため、漁場と沖合の海水に

含まれる有害プランクトン類の

調査を行う。 

農林水産物等

放 射 性 物 質

対 策 事 業

（水産物） 

 県 2,755 1,881 874

(水産研究・

教育機構)

2,755  水産物の安全・安心を確保

するため、放射性物質検査を

実施し、結果を速やかに公表

する。 

また、内水面魚種について、国

と放射性物質の移行過程等を調

査する共同研究を行う。 

ノ リ 養 殖 業

総合対策事業 

 県 

・ 

漁協 

18,361 11,441 6,920 

(市町村、漁協、

財産収入） 

13,982 5/10 

以内 

ノリ養殖における食害対策を

強 化 す る た め 、 省 力 型 防 除

ネットの導入経費を助成する

とともに、クロダイの効率的な

漁獲方法の確立や食害からの

回復が早い新品種の開発等に

取り組む。 

また、高値の取引が期待され

る青混ぜノリの原料となるアオ

ノ リ の 養 殖 技 術 の 普 及 に

取り組み、収益の向上を目指す。

ア サ リ 漁 業

総合対策事業 

 県 

・ 

漁協 

5,378 4,620 758 

(市町村、漁協） 

4,620 5/10 

以内 

アサリ資源の回復を図るため、

資源動向調査を行うとともに、

漁 業 者 が 行 う 囲 い 網 設 置 の

経費を助成する。 

また、ウミグモの効果的な

駆除に向けた寄生状況調査及び

成体分布調査を行う。 

東 京 湾 貝 類

資源増産対策

事業 

 県 

・ 

漁協 

7,907 1,663 6,244 

(市町村、漁協、 

水産研究・教育機構) 

3,170 3/10 

以内 

 

5/10 

以内 

 

東京内湾の貝類資源の維持・

増大を図るため、ハマグリ種苗

の放流後の管理手法の開発に

取り組む。 

また、漁協によるミルクイの

種苗生産試験の費用やカキ養殖

資材導入の経費を助成する。 

ノリ種苗供給

施設管理事業 

 (公財) 

千葉県 

水産振興

公社 

26,796 6,000 20,796 6,000 5/10 

以内 

ノリ養殖業の振興と安定に

資するため、（公財）千葉県水産

振興公社のノリ種苗培養施設の

管理やノリ種苗の生産に関する

経費に対し助成する。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

ブルーカーボ

ン 推 進 事 業

（磯焼け緊急

対策事業） 

 県 8,121 7,800 321 7,800 7/10 

以内 

「磯焼け」が急速に拡大して

い る 藻 場 の 保 全 回 復 を 図 る

ため、消失の実態を把握すると

ともに、技術指導や資材費の助

成により漁業者の取組を支援

する。 

また、食害魚の漁獲を促進

するため、食害魚の試験的な

買取りを実施し、駆除量の拡大

効果を検証する。 

東 京 湾 漁 場

環境改善事業 

 県 

 

 

7,853 53 7,800

(水産研究

・教育機構）

 

7,853  東京湾の漁場環境を改善する

ため、国等と共同で、貧酸素水塊

や貧栄養化による漁業被害の

軽減に向けた調査研究に取り

組む。 

また、漁業者等による連絡

協議会の運営を支援する。 

ブルーカーボ

ン 推 進 事 業

(ブルーカー

ボンを活用し

た漁業・養殖

業振興事業) 

 県 5,800 2,800 3,000 5,800  漁業生産の向上とブルーカー

ボン創出の両立を図るため、

二酸化炭素の吸収源としても

機能する藻場の整備等を行う。 

 また、普及啓発や民間企業と

のマッチング活動を通じて、

ブルーカーボンの取組を推進し

ます。 

水 産 多 面 的

機能発揮対策

事業 

 

千葉県 

水産 

多面的 

機能発揮 

対策地域 

協議会 

234,498 164,146 35,176 35,176 35,176 国

7/10

以内 

県・ 

市町村

3/10 

水産業や漁村が有する多面的

機能の発揮に向けて、漁業者等

の活動グループによる干潟、

藻場及び内水面環境の保全活動

を支援する「千葉県水産多面的

機能発揮対策地域協議会」の

事業費を助成する。 

内水面漁業振興

・水産研究事業

（内水面資源

造成・漁場環境

保全調整事業）

 
県 

・ 

漁協 

・ 

内水面漁連 

27,701 1,208 9,309 

 

17,184 

 (市町村、漁協、 

内水面漁連、生産

物売払収入） 

13,748 

 

 

1/2 

以内 

 

1/3 

以内 

内水面が有する多面的機能を

発揮させるため、河川湖沼に

おける魚介類の生息状況を調査

するとともに、漁業者による

種苗放流、人工産卵床の設置、

カワウや外来魚の防除対策等を

支援する。 

内水面漁業振興

・水産研究事業

（内水面漁業を

活用した地域振興

支援事業） 

 

県 

・ 

しらすうなぎ

需給委員会 

4,131

 

2,121 

 

 2,010

(しらすうなぎ 

需給委員会、

生産物

売払収入、

水産研究・

教育機構)

3,461 

 

1/3 

以内 

内水面漁業の生産量の維持

増大を図るため、健全な種苗や

卵の安定供給や効率的な生産に

資する養殖技術の開発、養殖場

での技術指導を行う。 

また、国と連携し、ウナギの

適切な資源管理方策を検討する

ために必要な調査を行う。 

のり漁場油濁

監視事業 

 

漁協 5,974 4,200 1,774 4,200 7/10 

以内 

油流出事故に伴うノリ養殖

被害の未然防止･軽減を図る

ため、漁協が実施するノリ養殖

漁場監視の経費を助成する。 

漁場環境保全

推進事業 

 

県 1,670 1,670 1,670  台風･大雨等による流竹木の

ノリ漁場への流入を抑制する

ため、河口域における流竹木を

回収処理する。 

また、流出油による漁業被害

の未然防止・軽減を図るため、

油防除資機材を計画的に配備・

更新する。  
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１３ 漁港課 

 

（１）課の概要 

 ア 事務分掌 

 ・漁港の指定に関すること。 

 ・漁港の管理及び活用促進に関すること。 

 ・農林水産省所管の漁港区域及び同地域に係る海岸保全区域内における国有財産の管理及び処分に関す

ること。 

 ・漁港の計画に関すること。 

 ・漁港及び漁場の整備等に関する法律(昭和二十五年法律第百三十七号。漁港に関することに限る。)、

海岸法(昭和三十一年法律第百一号。漁港区域に係る海岸に限る。)、公共土木施設災害復旧事業費 

国庫負担法(昭和二十六年法律第九十七号。漁港及び漁港区域に係る海岸に関するものに限る。)、 

美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境並びに海洋環境の保全に係る 

海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成二十一年法律第八十二号。第十七号第一項に規定 

する措置のうち漁港区域に係る海岸に関するものに限る。）等の施行に関すること。 

 ・漁港関係事業に関すること。 

 ・漁港事務所に関すること。 

                                               
 イ 職員数                            （令和 7 年 4 月１日現在） 

 
課
長
級 

主
幹
級 

副
課
長
□ 

副
主
幹 

班
長
□ 

主 

査 

副
主
査
以
下 

計 

課長・副課長 1 2    3 

漁港管理班   1  5 6 

漁港整備班   2  3 5 

合  計 1 2 3  8 14 

 
（出先機関） 
 事務職員 技術職員 その他 計 

銚子漁港事務所 7 11  18 

南部漁港事務所 7 7  14 

合  計 14 18  32 

 

ウ 課の予算  

（一般会計）                                 (単位：千円) 

７年度 

６月補正後予算 

６年度 

当初予算 

対前年 

度比 

７年度６月補正後予算の財源の内訳 

国庫支出金 地方債 その他 一般財源 

5,979,370 5,355,362 111.6% 3,239,949 1,983,100 350,877 405,444 
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（２）事業一覧 
 

事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

漁港建設事業   5,728,582 3,173,249 2,272,456 282,843 34 5,728,582   

 

 

拠 点 漁 港 

整 備 事 業 

［流通］ 

 県 3,509,200 2,201,299 1,163,120 144,781 

負担金 

 3,509,200 国 

1/2 

2/3 

拠点漁港において、 

防 波 堤 、 岸 壁 な ど 、  

水 産 物 の 安 定 供 給 や 

産 地 間 競 争 力 強 化 に 

資 す る 整 備 を 行 い 、  

水産物の生産・流通拠点

づくりを進める。 

水 産 基 盤 

ス ト ッ ク 

マネジメントト

事業 

 県 1,068,000 534,000 463,675 70,325 

負担金 

 1,068,000 国 

1/2 

機能保全事業とし、 

経年変化により老朽化

した漁港施設の長寿命

化 を 図 り つ つ 、 更 新  

コストの平準化・縮減を

図 る た め 保 全 工 事 を 

実施する。また、漁業者

の就労改善や労力低減、

安 全 性 向 上 に 資 す る 

整備を実施すると共に、

拠点漁港や防災上重要

な漁港における岸壁、 

防波堤の地震・津波に 

対する安全性を診断し、

施設の機能強化を図る。 

漁 港 漁 村 

基 盤 整 備 

事業 

［海岸］ 

 県 543,500 271,750 271,759   543,500 国 

1/2 

高潮や高波、津波に 

よ り 被 害 が 発 生 す る 

恐れのある地域につい

て海岸保全施設の整備

や 老 朽 化 対 策 を 推 進 

する。 

市町村営漁

港建設事業 
 市町 163,700 163,700    163,700 国 

1/2 

市 町 村 が 実 施 す る 

漁港整備事業に対し、 

事 業 費 の 一 部 を 補 助 

する。（御宿町、鴨川市、

館山市、鋸南町、富津市、

木更津市、市川市） 

漁 港 整 備 

事業 

 県 214,070  162,595 51,475 

負担金 

 214,070  漁港施設の維持、補強

や局部的な改良工事を

行うことによって、漁港

の機能を回復する。 

特定漁港浚渫

事業 

 県 59,800  44,850 14,950 

負担金 

 59,800  銚 子 漁 港 か ら 大 原 

漁港に至る 7漁港は沿岸

漂砂により航路・泊地に

大量の土砂が堆積する

ため、漁船が航行できる

必 要 最 小 限 の 浚 渫 を 

実施する。 

海 岸 保 全 

施 設 整 備 

事業 

 県 10,500  9,188 1,312 

負担金 

 10,500  海岸保全施設の調査・

維持・改良・補修を行う

ことによって、防護機能

の確保や漁村エリアの

活性化を図る。 

漁港建設調査

事業 

 県 39,000  39,000   39,000  漁港整備事業に必要

となる計画策定、事業 

評 価 及 び 調 査 を 実 施 

する。 
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事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

 漁 港 建 設 

事業事務費 

 県 115,812  115,778  34 

保険料 

115,812  拠 点 漁 港 整 備 事 業 

など国庫補助 3 事業の 

円滑な執行を図るため、

必要な経費を計上する。 

 地 方 創 生 

港整備推進

交付金事業 

新 

規 

県 5,000 2,500 2,500   

 

5,000 国 

1/2 

名洗港と外川漁港を

一体的に整備すること

で、水産物の安定的な 

提供を行うとともに、 

地元で獲れた魚を用い

た水産加工品を生かし

た地域振興事業などに

より、観光振興・水産 

振 興 を 促 進 し 銚 子 市 

全体の活性化を図る。 

漁港管理事業  県 145,788  105,038  40,750 

使用料 

145,788  漁港を管理する上で

必要な各施設の点検、 

維持補修などを行う。 

漁港災害復旧

事業 

 県 105,000 66,700 38,300   105,000 国 

2/3 

異 常 な 天 然 現 象 に 

より被災した漁港施設

の復旧工事を行う。 

 

 
（２）-２ 令和６年度補正予算 事業一覧 
 

 

事 業 名 
新
規 

事業 
主体 

総事業費 
(千円) 

左 記 の 負 担 区 分 
県予算額 
(千円) 

補助率 事 業 内 容 
国費 

(千円) 
県費 

(千円) 
市町村費 
(千円) 

その他 
(千円) 

水 産 基 盤  

ス ト ッ ク 

マネジメント

事業 

 県 1,255,000 627,500 558,575 68,925

負担金 

 1,255,000 国 

1/2 

機能保全事業とし、 

経年変化により老朽化

した漁港施設の長寿命

化 を 図 り つ つ 、 更 新  

コストの平準化・縮減を

図 る た め 保 全 工 事 を 

実施する。また、漁業者

の就労改善や労力低減、

安 全 性 向 上 に 資 す る 

整備を実施すると共に、

拠点漁港や防災上重要

な漁港における岸壁、 

防波堤の地震・津波に 

対する安全性を診断し、

施設の機能強化を図る。 
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